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１５．富良野市建設工事地域限定型一般競争入札実施要領 

 

１ 趣旨 

この要領は、富良野市が発注する工事及び委託業務（設計、測量、地質調査そ

の他の工事に係る委託業務をいう。以下同じ。）のうち、地方自治法施行令（昭和

22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の５の２の規定に基づき地域限定

型一般競争入札（入札に参加する者の事業所の所在地に関する要件を定めて行

う一般競争入札をいう。）を実施する場合の事務処理について、必要な事項を定め

るものとする。 

 

２ 地域限定型一般競争入札の対象となる工事及び委託業務 

市長が適当と認めた工事及び委託業務について、地域限定型一般競争入札を

行うものとする。 

 

３ 入札の公告 

市長は、入札の公告に当たっては、おおむね次に掲げる事項を、新聞紙、富

良野市ホームページ、掲示その他の方法により周知するものとする。 

ア 入札に付す事項（工事名、工事場所、工期、工事の概要等） 

イ 入札参加資格者の要件 

ウ 入札説明書等の配布期間、場所等 

エ 地域限定型一般競争入札参加資格審査申請書等の提出期間、場所等 

オ 入札保証金の有無 

 

４ 入札参加資格 

市長は、次に掲げる事項を入札に参加する者に必要な資格として定めるものと

する。 

（１） 発注工事の対応する政令第167条の５第１項の規定により、市長が定めた契

約の種類に応じた資格の種類を有すること。ただし、土木、建築、とび・土工、

舗装、管、水道、造園、電気、塗装、屋根、建具、ガラス、内装、板金工事にあ

っては、当該入札の工事予定価格に応じた等級に該当するものであること。 
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（２） 富良野市建設工事等競争入札参加資格者指名停止事務処理規程第２条第

１項の規定により指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

（３） 本店又は営業所等（工事にあっては建設業法（昭和24年法律第100号）第３

条で規定する営業所、委託業務にあっては政令第167条の５第１項の規定によ

る資格の審査において申請した支店・営業所等に限る。）が富良野市内に存す

ること。 

（４） 過去５年間に、富良野市内で官公庁が発注した同種工事を元請けで施工し

た実績があること。なお、共同企業体として施工した実績は、当該共同企業体

の構成員として出資比率が20％以上の場合のものに限る。 

（５） 工事にあっては、（１）から（４）のほか、次のアからオまでに掲げる事項 

ア 会社更生法（昭和27年法律第172号）に基づく更生手続開始の申立て及び

民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなさ

れている者については、手続開始決定後の富良野市競争入札参加資格の

再審査結果を有していること。 

イ 現場代理人を工事現場に専任で配置できること。 

ウ 建設業法第26条に規定する監理技術者又は国家資格を有する主任技術

者を工事に専任で配置できること。 

エ 発注工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事

面において関連がある建設業者でないこと。 

オ 共同企業体の入札参加を認める場合にあっては、共同企業体が（１）及び（

２）並びにイ及びウに該当し、かつ、共同企業体の構成員が（３）及び（４）並び

にア、ウ及びエに該当するほか、次の（ア）及び（イ）に掲げる事項に該当する

こと。 

（ア） 発注する工事に対応する共同企業体の構成員の建設業法の許可業

種が許可を受けてから営業年数が４年以上あること。 

（イ） 共同企業体の構成員が単体企業又は他の共同企業体の構成員とし

て、発注する工事の入札参加資格を受けていないこと。 

（６） 委託業務にあっては、（１）から（４）のほか、次のア及びイに掲げる事項 

ア 業務の技術上の管理を行う管理技術者を配置できること。 

イ 成果品の内容の技術上の照査を行う照査技術者が必要な場合にあって
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は、当該照査技術者をアの管理技術者とは別に配置できること。 

５ 入札の参加申請 

（１） 地域限定型一般競争入札に参加しようとする者は、地域限定型一般競争入

札参加資格審査申請書（別記第１号様式。以下「申請書」という。）に次の書類

を添付して、市長に提出し、その審査を受けなければならない。 

なお、提出方法は持参によるものとし、郵送又はファクシミリによるものは受け

付けないものとする。 

ア 類似工事施工（業務受託）実績調書（別記第３号様式） 

イ 類似工事施工（業務受託）実績を証明するものとして、工事（受託業務）実

績証明書（別記第４号様式）又はこれに代わる書面（契約書の写し）並びに共

同企業体としての実績がある場合は、当該共同企業体協定書及び経常建設

共同企業体附属協定書の写し 

ウ その他市長が必要と認める書類 

（２） 前項の申請書の提出期限は、図面、仕様書等（以下「設計図書等」という。）

の閲覧を開始する日の翌日から起算して、おおむね７日とするものとする。 

６ 入札参加資格の審査 

（１） 市長は、申請書の提出期限の翌日から起算して５日以内に合議制の組織（

以下「委員会」という。）においてその内容を審査させ、その結果を地域限定型

一般競争入札参加資格審査結果通知書（別記第６号様式）により申請者に通

知するものとする。 

（２） 市長は、（１）の審査結果の通知に当たり、入札参加資格がないと認めた者（

以下「非資格者」という。）に対しては、その理由を付すとともに、当該結果通知

をした日の翌日から起算して５日（富良野市の休日を定める条例（平成２年条

例第16号）に規定する休日（以下「休日」という。）を含まない。）以内に入札参

加資格がないと認めた理由について説明を求めることができる旨、併せて通知

するものとする。 

（３） 非資格者が（２）の説明を求める場合は、市長に対し書面によりこれを行わせ

るものとする。この場合、郵送又はファクシミリによるものは受け付けないものと

する。 

（４） 市長は、（３）の説明を求められたときは、原則として説明を求めることのできる
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最終日の翌日から起算して５日以内に、非資格者に対し別記第７号様式により

回答するものとする。 

（５） 市長は、（４）の回答において、入札参加資格がないと認めた理由について

の説明に不服がある場合は、回答を受け取った日から５日（休日を含まない。）

以内に、再苦情の申立てを行うことができる旨、併せて通知するものとする。 

（６） 市長は、非資格者に入札参加資格が有ると認めたときは、（４）の回答と併せ

、改めて入札参加資格がある旨通知するものとする。 

（７） 市長は、（５）の通知を行うに当たっては、委員会の審査を経てこれを行うもの

とする。 

７ 入札参加資格の取消し 

市長は、６の（１）の規定に基づく通知の後に、入札参加資格者が４に掲げる要

件に該当しないと認めたとき並びに申請書及び添付書類に虚偽の記載をしたこと

が明らかになったときは、当該入札参加資格者の資格を取り消し、その旨を書面に

より通知するものとする。 

８ 設計図書の閲覧等 

発注工事又は委託業務に係る設計図書等は、入札の公告の日から入札日の前

日までの間、市長が指定する場所において閲覧に供するほか、入札参加資格審

査申請をする場合に限り、閲覧期間中、複写させることができるものとする。 

９ 現場説明 

市長は、必要があると認めたときは現場説明を行うものとする。 

10 標準的日数 

この要領に定める手続の標準的日数は、別紙に示すとおりとする。 

11 その他 

この要領の実施に関し必要な事項は、市長が別に定めるものとする。 

附 則 

この訓令は、平成２５年５月１日から施行する。 

        平成２５年４月１日一部改正。 



別紙

（注） ※は、土曜日、日曜日、祝日等を含まない。

（　）内は、現場説明を行う場合。

(公告期間は7日間を確保する）

富良野市建設工事地域限定型一般競争入札実施要
領に基づく標準的日数－別紙

現場説明

縦
覧
期
間

最
短
2
日

(別記第1号～3号様式）

(別記第4号様式）

(別記第５号様式）

設
計
図
書
等
閲
覧
期
間

5日以内

5日以内

競争入札参加資格の審査結果の通知

※5日以内

累計日数

申請書及び資料の提出期限

競争入札参加資格の審査

標準的日数

７日間

公告

12日

7日

23日
（24日以上）

22日

17日

1日

入札

競争参加資格がないと認めた理由の説明要求

理由の説明要求に係る回答

1日
以上

1日
以上
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申請者

住所

　　　(3)　類似工事施工実績を証明する書面（別記第4号様式）

　　　(4)　配置予定技術者調書（別記第5号様式）

　　　(5)　その他予算執行者が必要と認めた書類

　　　　　　経営事項審査結果通知書の写し　等

　 別記第１号様式

注１　この申請書には、返信用封筒として、表に申請書の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた

　年　　月　　日

富良野市長　　　　　　　　　様

代表者氏名

　　記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

記

　　１　工事名

　　　(1)　特定関係調書調書(別記第2号様式）

地域限定型一般競争入札参加資格審査申請書

（用紙寸法　日本工業規格Ａ４）

　　料金の切手又はこれに類するものを貼った封筒を併せて提出すること。

  ３「㊞」は、法人にあっては代表取締役の印、個人にあっては代表者の印を押すこと。

　　２　添付書類

　

  ２　申請者が共同企業体の場合、登録番号は記載しない。

　　　(2)　類似工事施工実績調書(別記第3号様式）

　　　平成　　年　　月　　日付けで入札公告のありました次の工事に係る競争入札参加資格について

　　審査されたく、関係書類を添えて申請します。

　　　なお、入札参加資格の要件すべてを満たしていること、並びに本申請書及び添付書類のすべての

（共同企業体の場合は企業体名を冠すること）

商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
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　　富良野市長　　　　　　　　　様

申請者

住所

　

　
　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

特　定　関　係　調　書

　　すること。そのため、本工事の入札説明書等で表示されている資格以外の資格を有する者については、

　　記載する必要はない。

　４　資本等で関係がある他の資格者が、他の共同企業体を結成し、かつ、その共同企業体の代表者であ

　６　当該調書提出後、入札執行までの間において、新たな資本関係又は人的関係が生じた場合には、そ

　　の都度提出すること。

　５　「所在地（市町村名）」について、道内の資格者は「主たる営業所が存する市町村名」を、道外の

　　資格者は、「主たる営業所が存する都府県名」を記載すること。

　　る場合も同様に記載すること。

注１　１については、「発注工事に係る設計業務等の受託者と特定関係がない」ことが参加資格の要件と

　　なるため、特定関係がないことを確認の上、〔　　　〕に「なし」と記載し申告すること。

 　　(2)　人的関係がある他の資格者

商号又は名称 所在地（市町村名） 備考

商号又は名称

商号又は名称

備考

　　２　他の「富良野市建設工事競争入札参加資格者」との間における特定関係　　〔 あり ・ なし 〕

　 　(1)　資本関係がある他の資格者

　 　　 イ　子会社の関係にある他の資格者

所在地（市町村名） 備考

代表者氏名

記

商号又は名称

　　　　　特定関係（資本関係又は人的関係）については、次のとおりです。

　　１　発注工事に係る設計業務等の受託者との特定関係　　　　　　　　　　　　〔 　　　　　　 〕

所在地（市町村名）

（用紙寸法　日本工業規格Ａ４）

　　別記第２号様式

　２　２はどちらかを○印で囲み、「なし」の場合には(1)及び(2)の欄に記載する必要はない。

　３　資本等で関係がある他の資格者を記載するときは、本工事の入札説明書等で表示されている富良野

　　市の競争入札参加資格（格付のある資格の場合は、格付及びみなし格付を含む。）を有する者を記入

　

　 　　 ア　親会社の関係にある他の資格者

      　　年　　月　　日

（共同企業体の場合は企業体名を冠すること）
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工 事 名

工 発 注 機 関 名

事 施 工 場 所 （市町村名）

名 契 約 金 額

等 工 期 年 月 日 ～ 年 月 日

受 注 形 態 単体／共同企業体（出資比率％）

工

事

概

要

別記第３号様式

申請者

　４　類似工事施工実績を証明するものとして、工事実績証明書（別記第３号様式）又はこれに代わる書面（契約書等の写し）

受 注 者 名

　　を添付すること。

　　記載すること。

　２　この様式は、申請者が共同企業体の場合は、各構成員ごとに作成すること。

類　似　工　事　施　工　実　績　調　書

　５　共同企業体としての実績がある場合は、当該共同企業体の協定書及び附属協定書のそれぞれの写しを添付すること。

　３　「受注者名」欄は、受注実績が共同企業体の構成員としてのものである場合は、当該共同企業体の名称を記載すること。

（共同企業体の場合は構成員名）

注１　公告において明示した発注工事と類似する元請としての施工実績（工事が完成し、引渡済みのものに限る。）について
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受注者

住所

商号又は名称

代表者氏名

　

　 契　約 完　成

　 年月日 年月日

　

　

　

　

　

　

　

　

上記工事を履行したことを証明します。

　　　　　年　　月　　日

発注者（証明者） 　　㊞

　　　請負金額のほか構成員としての出資割合を記載すること。

（用紙寸法　日本工業規格Ａ４）

 別記第４号様式

注　1　この様式は、類似工事施工実績を証明するために使用すること。　

　　2　この様式は、契約書等の写しに代えることができる。

　　3　この様式は、申請者が共同企業体の場合は各構成員ごとに作成すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

工　事　実　績　証　明　書

　　（発注者）　　　　　　　様

　

　　4　「契約金額」欄は、受注実績が共同企業体の構成員としてのものである場合は、当該共同企業体としての

　　　次の工事を履行したことを証明願います。

事　業
年　度

工　事　名 工 事 概 要 施 工 場 所 契約金額 工　　期 履行状況
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  別記第５号様式 
 

 配 置 予 定 技 術 者 調 書 
 
                    申請者名 

 

 氏 名 (現場代理人) 
           ○○ ○○ 

(監理技術者) 
      ○○ ○○ 

(主任技術者) 
      ○○ ○○ 

 

生 年 月 日  年  月  日生 年  月  日生 

最 終 学 歴    

資     格 
(法令による免許) 

一級○○士 
一級○○施工管理技士 
指定建設業監理技術者 

その他 

(取得年月日・登録番号) 

  

工

事

内

容

等 

工 事 名    

発注機関名    

受 注 形 態  
  

施 工 場 所 (都道府県名・市町村名)   

契 約 金 額    

 

契 約 期 間 

年   月 から 

年   月 まで 

 
 

 

従 事 役 職    

工 事 内 容  
  

工 事 名     

発注機関名    

受 注 形 態  
  

施 工 場 所 (都道府県名・市町村名)   

契 約 金 額    

 

契 約 期 間 

年   月 から 

年   月 まで 

  

従 事 役 職    

工 事 内 容  
  

工 事 名     

発注機関名    

受 注 形 態  
  

施 工 場 所 (都道府県名・市町村名)   

契 約 金 額    

 

契 約 期 間 

年   月 から 

年   月 まで 

  

従 事 役 職    

工 事 内 容 
   

 
 
     ※１ 監理技術者又は主任技術者は資格証明書等の写しを添付すること。 
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別記第６号様式 

 

地域限定型一般競争入札参加資格審査結果通知書 

 

富   第  号   

  年   月   日   

 

                  様 

 

   

富良野市長              

 

 

       年  月  日付けで申請のありました工事に係る一般競争入札参加資格に 

  ついて、次のとおり審査結果を通知します。 

 

 

注 資格がないと通知された方は、当職に対して資格がないと認めた理由について説明を 

求めることができます。 

    この説明を求める場合は、    年  月  日までに富良野市役所建設水道部都市施 

   設課へ、その旨を記載した書面を提出して下さい。 

入 札 公 告 日      年  月  日 

入 札 日 時     年  月  日 午前 時  分 入札場所  

工 事 名  入札番号  

競争入札参加 

資 格 の有 無 
 有  ・  無  

入 札 保 証 金 

の 要 否 
 要  ・  否  

競争入札参加 

資 格 がないと 

認 め た 理 由 

 

※ 入札の際に、この通知書の写しを提出して下さい。 
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別記第７号様式 
 

 

地域限定型一般競争入札参加資格審査結果通知書 

 

                                                      （記号）第     号 

                                                          年  月  日 

 申請者 

  商号又は名称 

  代表者氏名          様 

  （共同企業体の場合は企業体名を冠する） 

 

                                               富良野市長        

  

競争入札参加資格がないと認めた理由の説明について（回答） 

 

      年  月  日付けで申請のありました富良野市が公告した工事に係る地域 

限定型一般競争入札参加資格がないと認めた理由の説明は、次のとおりです。 

 

記 

 

工   事   名   

競 争 入 札 参 加 

資 格 が な い と 

認 め た 理 由 

の 説 明 

 

  

 

                                               （用紙寸法 日本工業規格Ａ４） 


